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最高裁平成19年12月13日第三小法廷決定（勾留の裁判に対する異議申立て棄却
決定に対する特別抗告事件（平成19（し）369号）刑集61巻９号843頁・判例時
報1992号152頁・判例タイムズ1259号206頁
【参照条文】刑事訴訟法345条，60条１項
〔事実〕
（１）本件は，「氏名不詳者らと共謀の上，みだりに，営利の目的で，覚せい剤を
輸入しようと企て，マレーシア発・成田国際空港行きの航空機により，スーツケー
ス内に隠匿した２キログラム余りの覚せい剤を本邦に輸入するとともに，同空港内
の旅具検査場で携帯品検査を受けるに際し，同覚せい剤を携帯している事実を税関
職員に申告しないまま同検査場を通過して輸入してはならない貨物である覚せい剤
を輸入しようとしたものの，税関職員に発見されたため，その目的を遂げなかった。」
という覚せい剤取締法違反，関税法違反の事件に係るものである。
（２）被告人は，スイス人女性（当時27歳）であり，マレーシアから成田国際空
港に到着後，携行するスーツケースの中から覚せい剤が発見されたため，本件で逮
捕・勾留された。捜査段階では，同スーツケースは，マレーシアで，「日本へ行っ
て金や宝石をマレーシアに持ち帰る」という仕事を依頼された際，依頼者から預か
ったものであり，中に覚せい剤が隠されていることは知らなかった旨弁解し，勾留
中のまま本件で地裁に起訴された。
（３）検察官は，懲役13年および罰金750万円，本件覚せい剤の没収を求刑したが，
一審判決は，被告人の前記弁解を排斥できないとして無罪を言い渡し，刑事訴訟法
345条の規定により，勾留状が失効して被告人は釈放された。被告人は，短期在留
資格で入国していたが，一審係属中に在留期間が満了した。そこで，前記釈放の時
点で本邦の在留資格を有しなかったため，入国管理局に収容され，退去強制手続が
129
法科大学院教授 山本　和昭
無罪判決後における再勾留の要件
判例研究
進められた。
（４）検察官が，事実誤認を理由に控訴するとともに，職権による勾留状の発付
を要請したところ，一審裁判所は，職権による勾留状を発付したが，これに対する
弁護人の抗告が認容されて同勾留は取り消された。その後，検察官は，一審裁判所
から訴訟記録の送付を受けて控訴審を担当することになった高等裁判所に対し，勾
留状発付の職権発動を求めたところ，これに応じた高等裁判所は，記録到達の翌日，
被告人を職権により再勾留（以下，本件再勾留という）した。 弁護人は，異議を
申し立てたものの，棄却されたことから，更に本件特別抗告に及んで，原々審の高
等裁判所が第１回公判期日前にした再勾留の適否を争った。
（５）本件特別抗告で，弁護人は，原決定の憲法違反，判例違反を主張するとと
もに，一審の無罪判決後に控訴審が被告人を再勾留できるのは，少なくとも，当事
者の主張，証拠，公判調書等の一審事件記録につき十分な調査を行った上で，一審
の無罪判決の理由につき慎重に検討した結果，一審判決を破棄して有罪とすること
が予想される場合に限られると解すべきであるのに，原決定はこのような解釈によ
ることなく，控訴審が，慎重な検討のための時間的余裕のないままに，「罪を犯し
たことを疑うに足りる相当な理由」があると即断したことを是認し，かつ，本件が
一審判決を破棄して有罪とすることが予想される場合に当たらないことも明らかで
あるのに，これを看過しているなどとして，本件再勾留は違法であると主張した。
〔決定要旨〕
抗告棄却。
「本件抗告の趣意は，憲法違反，判例違反をいう点を含め，実質は単なる法令違
反，事実誤認の主張であって，刑訴法433条の抗告理由に当たらない。」とした上，
職権判断として，次のように述べている（事実関係の部分を除く）。なお，田原・近
藤両裁判官の補足意見があるが，後記研究において適宜引用していくこととしたい。
「そこで検討すると，第一審裁判所において被告人が犯罪の証明がないことを理
由として無罪判決を受けた場合であっても，控訴裁判所は，その審理の段階を問わ
ず，職権により，その被告人を勾留することが許され，必ずしも新たな証拠の取調
べを必要とするものでないことは，当裁判所の判例（最高裁平成12年（し）第94号
同年６月27日第一小法廷決定・刑集54巻５号461頁）が示すとおりである。しかし，
刑訴法345条は，無罪等の一定の裁判の告知があったときには勾留状が失効する旨
規定しており，特に，無罪判決があったときには，本来，無罪推定を受けるべき被
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告人に対し，未確定とはいえ，無罪の判断が示されたという事実を尊重し，それ以
上の被告人の勾留を許さないこととしたものと解されるから，被告人が無罪判決を
受けた場合においては，同法60条１項にいう『被告人が罪を犯したことを疑うに足
りる相当な理由』の有無の判断は，無罪判決の存在を十分に踏まえて慎重になされ
なければならず，嫌疑の程度としては，第一審段階におけるよりも強いものが要求
されると解するのが相当である。そして，このように解しても，上記判例の趣旨を
敷えんする範囲内のものであって，これと抵触するものではないというべきである。
これを本件について見るに，原決定は，記録により，本件無罪判決の存在を十分
に踏まえて慎重に検討しても，被告人が，上記起訴に係る覚せい剤取締法違反等の
罪を犯したと疑うに足りる相当な理由があると認められるとして本件再勾留を是認
したものと理解でき，その結論は，相当として是認することができる。」
〔研究〕
本決定に基本的に賛成である。
Ⅰ　はじめに
わが刑事訴訟法は，終局裁判と身柄の処理について，２つの規定を置いている。
ひとつは，禁錮以上の実刑に処する判決の宣告があったときは，保釈または勾留の
執行停止の効力を失うとし（343条），他は，無罪・免訴・刑の免除・刑の執行猶予・
公訴棄却・罰金等の裁判の告知があったとき，勾留状の効力を失うとする（345条）。
ところで，ドイツの勾留（Untersuchungshaft）制度をみるに，その要件は，
①罪を犯したことの有力な嫌疑（dringender Tatverdacht），②逃亡（Flucht）・逃
亡のおそれ（Fluchtgefahr）・罪証隠滅のおそれ（Verdunkelungsgefahr）などの勾
留根拠に加えて，③事案の重要性や予想される刑等との権衡（Verhältnismäßigkeit）
が必要とされる（§§112, 112a StPO）。そして，わが345条に類似した規定として，
120条１項後段がある。同項前段は，「勾留の要件がもはや存しないか，または，勾
留の継続が事案の重要性および予想される刑等に比して不相当であると認められる
ときは，ただちに勾留命令は取り消されなければならない。」とし，後段は，「とく
に（namentlich），被告人が無罪，公判不開始，もしくは手続が単に暫定的でない
打切りとなった場合には，勾留命令は取り消されなければならない。」と定める。
これを受けてドイツでも，無罪判決による勾留取消しの性質・根拠や再勾留の要件
が議論されている。
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本決定は，Ⅱで取り上げる一連の判例を踏まえて，再勾留の要件としての「罪を
犯したことを疑うに足りる相当な理由」に係る嫌疑の程度に関し踏み込んだ判断を
示している。そこで，これまでの判例・学説を振り返るとともに，日独両法を比較
検討しながら，無罪判決後の再勾留に関する解釈を探っていこうと思う。なお，本
決定については，退去強制手続と勾留要件としての逃亡のおそれとの関係も重要な
論点ではあるが，紙幅の都合で割愛する。
Ⅱ　判例の系譜
これまで，第一審が無罪判決等を告知した場合において，勾留状が失効した被告
人を再勾留することについて，最高裁の示した判例としては，次のものがある。
（１）最三小判昭和29年10月26日・裁判集刑事99巻507頁（執行猶予付有罪判決後
の再勾留）
第一審裁判所がした執行猶予付懲役刑判決に対して検察官が控訴し，控訴裁判所
が第１回公判期日前に被告人を再勾留したという事案について，刑訴法60条各号に
規定する事由が新たに生じた場合には，控訴審においてあらたに勾留状を発付する
ことを禁止する法規は存在しないとして，再勾留を是認した。
（２）最三小決昭和41年10月19日・刑集20巻８号864頁（無罪判決破棄差戻し後，
第３次控訴審有罪判決後の再勾留）
いわゆる八海事件について，第２次控訴審で無罪の判決があって，勾留状が失効
した後の第３次控訴審は，有罪判決を言い渡すや即日，刑訴法60条１項２号，３号
の事由があるとして，新たな勾留状を発付して被告人を勾留した。最高裁は，この
措置について，弁護人の特別抗告に対し，「刑訴法60条によると，裁判所は，被告
人が罪を犯したと疑う相当な理由がある場合で，被告人が定まった住居を有しない
など一定の事由があるときは，被告人を勾留することができることになっており，
その時期については，なんらの制限もないのであるから，たとい上訴提起後であっ
ても，右の要件があり，かつ勾留の必要がある場合には，被告人を勾留できるもの
といわなければならない。」と判示した。この判例は，被告人から上告があっても，
記録が上告審に送付されるまでは，控訴裁判所が勾留状を発付する権限を有すると
の判断もしているが，その点については，研究Ⅶで触れることにする。
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（３）最一小決平成12年年６月27日・刑集54巻５号461頁（控訴審による再勾留の
時期・段階および判断資料）
いわゆる東電OL殺害事件について，第一審は，被告人を犯人であるとするには
合理的な疑いが残るとして無罪を言い渡し，勾留状は失効して被告人は釈放された
が，同被告人は，別に出入国管理及び難民認定法違反（不法残留）による退去強制
手続を進めるための収容令書により，右釈放と同時に入国管理局に収容された。検
察官は，控訴を申し立てるとともに，２回にわたり原審および控訴審である高等裁
判所（Ａ部）に対し，勾留の職権発動を求めたが，職権発動をしなかった。さらに，
検察官は，訴訟記録が高等裁判所に到達した後，第三次の職権による勾留状の発付
を申立てた。そこで，高等裁判所（B部）は，勾留質問を行った上，勾留状を発付
した。弁護人は，異議の申立てをしたが，高等裁判所（C部）はこれを棄却したの
で，弁護人は特別抗告をした。
多数意見は，次のように説示する。「裁判所は，被告人が罪を犯したことを疑う
に足りる相当な理由がある場合であって，刑訴法60条１項各号に定める事由（以下
「勾留の理由」という。）があり，かつ，その必要性があるときは，同条により，職
権で被告人を勾留することができ，その時期には特段の制約がない。したがって，
第一審裁判所が犯罪の証明がないことを理由として無罪の判決を言い渡した場合で
あっても，控訴裁判所は，記録等の調査により，右無罪判決の理由を検討した上で
もなお罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由があると認めるときは，勾留の理
由があり，かつ，適正，迅速な審理のためにも勾留の必要性があると認める限り，
その審理の段階を問わず，被告人を勾留することができ，所論のいうように新たな
証拠の取調べを待たなければならないものではない。また，裁判所は，勾留の理由
と必要性の有無の判断において，被告人に対し出入国管理及び難民認定法に基づく
退去強制の手続が執られていることを考慮することができると解される。以上と同
旨の原決定の判断は，正当である。」
これには遠藤・藤井の両裁判官の反対意見があるが，研究ⅢないしⅥで検討する
こととしたい。
Ⅲ　無罪判決後の再勾留の可否
１　基本的背景
勾留状失効後，原審裁判所ないし控訴裁判所が再勾留できるか否かについては，
従来から積極・消極両説があるが，昭和29年の前記最高裁判決以来，判例は一貫し
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て積極説をとっている。
この問題の基本的背景は，本案審理手続（公判手続）と勾留手続との関係にあ
る。もとより，公訴提起後において，手続の中心をなすのは，本案審理手続であ
って，主要手続（Hauptverfahren）ともいわれる所以である。これに対し，勾留手
続は，本案の審理手続を支障なく円滑に進める上でこれをサポートする役割
（Verfahrenssicherung:Kühne,Strafprozessrecht 6.Aufl.S.222 2003）を担うところの
付属手続である。勾留の主たる目的は，本案審理のために被告人の裁判所への出頭
確保と罪証隠滅の防止を図ることにある。
勾留手続は，このように，公判手続の運営に資するというサポート役の関係にあ
る以上，両手続が交錯する場面では，公判手続の基本理念や進行状況によって影響
を受けるが，基本的には，同手続とは，別個独立の手続である（福崎伸一郎「最高
裁判例解説刑事編平成12年度版」134頁2003；松本時夫「第一審で無罪又は執行猶
予とされた場合の控訴審における勾留の可否について」現代刑事法46号47頁2003；
土本武司「一無罪判決後の勾留　二刑事手続と退去強制手続」判時1752号〈判例評
論〉236頁2001）。それゆえ，具体的ケースにおいては，勾留手続の理念と目標に照
らし，解決をはかるべき場面も生じてくる。したがって，本稿においては，第一審
裁判所がした無罪判決の存在を，控訴審の被告人の身柄拘束処分について，どのよ
うに勘案するべきかが中心的論点となる。
２　刑訴法345条と60条との調整
345条に列挙された裁判はいずれも「確定」すれば勾留状の効力により生じてい
る身柄拘束状態とは矛盾するものであるから，この規定の趣旨は，未確定であって
も，列記された裁判の「存在」を理由に，裁判を被告人の身柄の処置に直ちに反映
させようとしたものである。無罪判決等によって勾留状が失効した被告人の再勾留
の問題を解決するには，345条と60条の合理的調整をいかに行うかの検討が課せら
れている。
大別すれば，次の５個の考え方に別れる。345条と60条は直結しており，未確定
の無罪判決の効力が未決拘禁である勾留に対し密接不可分に影響するとする考え方
（α），345条がある以上，再勾留が一定の制約を受けるのは当然として，その制約
方法として勾留要件の嫌疑の程度を絞るという考え方（β），勾留要件の嫌疑の程
度を絞るだけでなく，これに連動して勾留判断の時期をずらすべきであるとする考
え方（γ），345条を法律上の推定規定と解し，再勾留の判断に新資料を要求する考
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え方（δ），345条はいったん被告人の身柄を釈放したことでその役割を終わり，再
勾留に関しては何ら影響を及ぼさないとする考え方（ε）と纏めることができよう。
筆者は，β説が妥当と解するのであり，これが本判例の法廷意見に近いのではない
かと考えるのであるが，本稿で取り扱う諸問題について，αないしεの考え方それ
ぞれにより以下のように結論が別れるものと思われるので，予め整理しておく。
αの立場・・次項（３再勾留の可否）甲説または乙説，Ⅵ丙説
βの立場・・（筆者の立場）次項丙説・Ⅳ２乙説，Ⅴ乙説，Ⅵ甲説
γの立場・・次項丙説，Ⅳ２丙説，Ⅴ甲説，Ⅵ乙説
δの立場・・次項丙説，（Ⅳ２丙説），Ⅴ甲説，Ⅵ乙説
εの立場・・次項丙説・Ⅳ２甲説，Ⅴ乙説，Ⅵ甲説
３　再勾留の可否
まず，無罪等の判決があって，勾留状の失効により釈放された被告人をあらため
て勾留できるかについて論じよう。
【甲説】無罪判決後は，その判決が破棄されない限り，再勾留はできないとする
考え方
345条所定の裁判は，被告人の身柄を拘束しないことを内容とするものであるか
ら，上訴審で無罪等の判決が破棄され禁錮以上の実刑に処せられた後，または原審
差戻し後に勾留の理由と必要性があるときを除き，上訴審を含む同一訴訟で被告人
を新たに勾留することはできないとする（岩田誠「刑訴法三四五条による勾留状の
失効と再勾留」法曹時報７巻３号329頁以下1955）。すなわち，「刑訴343条（344条
も）と345条とは共に第一審裁判所の裁判（意思）をそれが破棄されない限り尊重
しようというのがその主眼であって，刑訴法343条は被告人の身柄拘束を内容とす
る実刑の言渡をしたから，保釈の効力を失わしめて被告人を収監し，その裁判に沿
う状態を造り，刑訴法345条は無罪の判決たると有罪の判決たるを問わず，いずれ
も被告人の身柄拘束を意図しない裁判であるから，勾留状の効力を失わせて被告人
を釈放し，その裁判に沿う状態を造るもの」，であり，すなわち「刑訴法345条は，
従来の勾留を続けることはその裁判所の意思に反するが故に，勾留状の効力が消滅
する旨規定したものである。」とする。
また，一部肯定説をとる川崎教授も，裁判の拘束力を持ち出して議論する（川崎
英明「東電OL殺人事件無罪判決と勾留問題」季刊刑事弁護23号15頁2000）。刑訴法
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345条は無罪の実体判断を勾留状の失効という形で勾留の裁判に直接投影させたも
のであり，控訴審における勾留の裁判についても第一審の無罪の実体判断に一種の
拘束力を認めた規定であり，控訴審において勾留が認められるのは，実質審理を経
て，控訴審が有罪の心証をかためたという特段の事情が生じた場合に限られる，と
する。このような見解は，345条の法的効果を最も強調し，無罪判決と身柄不拘束
を密接不可分に考えようとするものである
しかし，①法345条の各裁判は，それ自体被告人の身柄の措置について直接判断
したものではない。身柄の釈放は，無罪等判決の付随的効果に過ぎないのであって，
裁判の内容ではない。②勾留に関する裁判は，前述のように，訴訟の手続面の問題
である。したがって，勾留判断に無罪判決の拘束力（Rechtskraft）を持ち出すのは，
当を得ていないというべきである。本案の審理およびその結果である終局裁判とそ
の間の勾留とは必然的に結びつくものではないから。再勾留は，無罪等の345条所定
の裁判の効力それ自体矛盾抵触するものとはいえない。のみならず，現行刑訴法は，
検察官に，事実誤認，法令違反，量刑不当と広範な上訴権を容認しているのであっ
て，そうであるならば，裁判確定までの審理に必要であれば要件を満たす限り勾留
できると解すべきである（三好幹夫・大コンメンタール刑事訴訟法第５巻Ⅱ339頁
1998；小泉祐康「勾留状失効後勾留した場合の勾留期間」判タ296号232頁1973）。
【乙説】無罪判決後は，控訴審裁判所に再勾留権限がないから，再勾留できない
とする考え方
この考え方は，豊崎准教授によって主張されているところであり，控訴審が再勾
留権限をもつかという形で議論する。そして，①「第一審で無罪判決が言い渡され
た以上，刑事訴訟において，その存在を法的に正当化され得る嫌疑なるものは一切
存在しない。確かに，検察官上訴という制度を置いた刑事訴訟は，いずれかの手続
段階で有罪心証が新たに形成される可能性があることを，制度上認めていると言わ
ざるを得ない。しかし，その有罪心証は，それが証拠に基づき形成された段階で初
めて，その存在資格が法的に認められるのであって，その前から嫌疑なるものが存
在し続けてきた結果として認められるのではない。②控訴審では，二重の危険の趣
旨に基づき検察官の立証活動を制限し，事実の取調べについては被告人に有利な証
拠に基本的に限定」すべきであるから，「有罪心証が得られるような証拠的基礎は
得られない。」の２点を根拠として「故に再勾留もできない」（消極説）とする（豊
崎七恵・Ⅷ参考文献139頁；同「第一審無罪判決の場合における，控訴審での再勾
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留の批判的検討」龍谷法学37巻３号30頁2004）。
しかし，①無罪の判決は，後述（Ⅳ２【乙説】）で論ずるＡの嫌疑（心証）を否
定しただけであって，ＢないしＣの嫌疑は存在することまで否定するものではない。
②控訴審において，二重の危険から検察官が有罪に向けた立証活動ができないと
するのも一部に賛同者がいるのみで，判例・一般説のとるところではないし，控
訴審において勾留のための「罪を犯したことを疑うに足りる資料を得る術がない」
というのも，独断に過ぎないと言うべきである。
【丙説】無罪判決後であっても，必要に応じ，再勾留できるとする考え方
法は，「罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由」以上の嫌疑があるが，「合理
的疑い」 が残るという理由（in dubio pro reo）で無罪となった場合についても，
勾留状が当然失効すると定めている（後述のＢの嫌疑はあるが，Ａの証明までには
達しない）。この場合，一審の判決を尊重し，その裁判に沿う状態にする意味で一
律に釈放した上で，なお，職権で勾留するか否かを決めるとしても，矛盾ではない。
甲説に対する批判で述べたように，勾留は，本案審理をサポートするこれとは別個
の手続だから，本案審理のために，Ｂの嫌疑が認められ，被告人の身柄確保や証拠
隠滅行為の防止を必要とする限り職権勾留ができると解すべきである。343条で実
刑言渡しの場合，保釈が失効し一律に収監となるが，職権により裁量保釈が認めら
れるのとパラレルである。
以上により，丙説が正当というべきである。
ちなみに，最高裁判所判例解説は，平成12年決定につき，「本決定は，控訴審裁
判所は被告人を勾留することができ，その要件，時期について格別の制約がないこ
とを明らかにした。」としたとし，その理由として法律上何ら制限規定のないこと
しか挙げられていないが，次のような考慮が働いたと解説する。
「（１）再勾留そのものについては，肯定説から否定説に対する批判が妥当し，こ
れを許さないのは，現行刑事訴訟法にそぐわない。
（２）原判決に明白な誤りがある場合を想定すれば，再勾留が許されるのを新た
に勾留事由が発生したときだけに限る理由はない。
（３）刑訴法345条は，無罪等の裁判があった以上いったんはこれを身柄の処置に
反映させようとしたに過ぎないもので，それ以上に，その後の勾留を制約したり，
その要件を加重する趣旨のものとは理解できない。」（福崎伸一郎「最高裁判所判
例解説刑事編平成12年度版」141頁2003 アンダーラインは，いずれも筆者。本
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決定との整合性については，後述Ⅳ３参照）。
Ⅳ　再勾留における「罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由」
１　勾留要件としての嫌疑
わが刑訴法60条にいう「罪を犯したと疑うことに足りる相当な理由」に当たるも
のとして，ドイツでは，前述のように，勾留の第一要件として，罪を犯したことに
ついて有力な嫌疑（dringender Tatverdacht）の存在を要求している。
有力な嫌疑とは，被嫌疑者が犯罪行為の正犯または共犯者（刑法25条以下）であ
る蓋然性が大である（große Wahrscheinlichkeit）場合に認められる。（Lutz Meyer-
Großner Strafprozessordnung mit GVG und Nebengesetze 50.Aufl. S.448 2007 ;
Günter Wendisch in Löwe-Rosenberg,Die Strafprozessordnung und das
Gerichtsverfassungsgesetz Rdn.22 zu § 120 1989）。学者によっては，高いレベルの
蓋然性（ein hoher Grad von Wahrscheinlichkeit: Claus Roxin,Strafverfahrensrecht
25.Aufl. S.244 1998），あるいは，比較的高い蓋然性（höhere Wahrsheinlichkeit :
Jürgen-Peter Graf in Karlsruher Kommentar zur Strafprozessordnung 6.Aufl. S.606
2008）という表現を用いる者もいる。
ところで，嫌疑の程度について，キューネが教科書において嫌疑概念の前提とし
ての蓋然性の量定（Quantifizierung von Wahrscheinlichkeit als Voraussetzung der
Verdachtsdefinition）について論じているところを参考にしたい。キューネは，蓋
然性をＰ（Probability）で表示し，絶対的な確実（absolute Gewissheit）を最大値
の１とした上で，有力な嫌疑は，各手続段階において無実の結論への繋がりを可能
な限り減少させ，罪を犯したとの結論に繋がる蓋然性Ｐ＞0.5を獲得する事実関係
であるとする。これに対し，単純嫌疑は，Ｐ＝0.5かそれよりも罪を犯したことに
ついて小さい蓋然性でよいが，Ｐ＝０に近づいたときは嫌疑とも言えなくなる。罪
を犯した否かについて５分５分の疑いの場合には，単純嫌疑であって，有力な嫌疑
は認められない。しかして，Dringender Tatverdachtは，罪を犯したことにつき，
Ｐ＞0.5の蓋然性を要する嫌疑と定義づけることができる，というのがキューネの
結論とするところである（Kühne,op.cit.Supra S.182）。
前記教科書の脚注に載っているアイスマン（Eismann）の言葉を筆者なりの感想
を付け加えて紹介しておこう。個々の具体的犯罪現象につき，当該被嫌疑者が犯人
である蓋然性が何パーセントあると統計的に量定することは不可能に近い。しかし，
同時に，数学的な発想は，役に立つ。蓋然性を表現するのに「半定量的」な方法を
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用いるのは，数学的統計として使用することはできないにしても，５分５分だとか，
８割方間違いないという判断は，実際的な生活体験に根ざして一般人の感覚ででき
るし，信頼に足るものである。正確にいえば数学的でないけれども，生活体験の成
果を経験則として証拠評価に取り入れるもので，実務判断のメルクマールとして有
益であるというべきである（Kühne,ID Fn.56）。
２　再勾留の要件としての嫌疑の程度
本決定は，再勾留における「罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由」の有無
の判断は，無罪判決の存在を十分に踏まえて慎重になされなければならず，嫌疑の
程度としては，第一審段階におけるものよりも強いものが要求されると解するのが
相当である，とする。勾留の要件を定めた規定は刑訴法60条のみであり，少なくと
も条文の文言上は，「第一審におけるものよりも強い」嫌疑が要請されているわけ
ではない。そこで，無罪等判決による勾留状執行後の再勾留において求められるけ
る嫌疑の程度について検討する。
【甲説】再勾留要件として，嫌疑の程度の加重を要求しない考え方
無罪判決後においても，被告人を勾留する場合の要件については，刑訴法60条が
あるのみであって，形式的には，なんらの制限はない。土本教授は，平成12年決定
の法廷意見は，「無罪判決の理由の検討を経た上でもなお罪を犯したことを疑うに
足りる相当な理由があると認めるときは」とか，「控訴審における，適正，迅速な
審理のためにも勾留の必要性があると認められる限り」という表現を用い，当初勾
留の場合よりも勾留の理由と必要性の判断につき慎重になされるべきことを強調し
ているが，法律上の要件として必要だと判示したものではないし，法は刑訴法60条
１項各号の定める要件があればいつでも勾留できるものしており，それに何ら加え
るべきものはない，とする（土本・前掲241頁）。
しかし，乙説が理由として掲げているように，再勾留につき，刑訴法345条を無視
し，その精神を没却するような解釈はとれず，一定の制約を設けるのが妥当である。
【乙説】 勾留の要件である嫌疑の程度を厳格にすべきであるという考え方
本決定は，「被告人が無罪判決を受けた場合においては，同法（刑訴法）60条１
項にいう「被告人が罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由」の有無の判断は，
無罪判決の存在を十分に踏まえて慎重になされなければならず，嫌疑の程度として
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は，第一審段階におけるよりも強いものが要求されると解するのが相当である。」
と述べ，再勾留では高度の嫌疑を要するとしている。この趣旨は，本件の事実経過
に照らせば，控訴審が勾留する際には，当該事件の１審段階よりも嫌疑が強まって
いるという意味ではなく，かかる場合に控訴審が被告人を勾留する上で必要な嫌疑
の程度は，一般的に，１審で勾留が認められる場合のそれより強いものが要求され
るというものである（松田俊哉・Ⅷ参考文献165頁〈時の判例〉）。なお，酒巻教授
は，同じ「罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由」という文言であっても，逮
捕と第一審の勾留とでは嫌疑の程度が違うことから，345条によって釈放後の勾留
の嫌疑を加重することも考えられることを既に示唆していた（酒巻匡「判例百選
〔第８版〕」202頁2005）。
再勾留において高度の嫌疑を要求する第１の理由は，無罪判決があったことの重
みを尊重すべきであるということ，第２の理由は，第一審と同じ勾留要件基準だと
345条の精神が没却してしまうという２点にあると考えられる。
１）無罪判決があったという事実の重みを十分尊重すべきであること
① 刑訴法345条は，無罪等の一定の裁判の告知があったときには勾留状が失効す
る旨規定しており，特に，無罪判決があったときには，本来，無罪推定を受
けるべき被告人に対し，未確定とはいえ，無罪の判断が示されたという事実
を尊重し，それ以上の被告人の拘束を許さないこととしたものと解される
（本決定法廷意見）。
② 第一審裁判所が被告人を無罪としたときは，いわば無罪の推定がより強まった
状態になったのであるから，十分な重みをもってこれを尊重すべきであり，そ
れにもかかわらず控訴裁判所が被告人を勾留するのは，社会通念に照らすなら
ばかなり違和感のある事態だといわねばならない（近藤裁判官の補足意見）。
③ 第一審において無罪判決がなされた場合には，暫定的とはいえ，裁判所自ら
がその（筆者註：罪となるべき事実の）存在を否定したのであるから，被告
人に対する無罪の推定はより一層強まったとみてよく，控訴裁判所が新たに
被告人を勾留するに際しては，第一審段階におけると同じ基準でこれを評価
すべきでない（遠藤裁判官の反対意見〈平成12年決定〉）。
２）勾留要件の厳格化を図らないと，345条の趣旨を没却することになりかねないこと
① 第一審係属中と同程度の嫌疑が存すれば足りると解することは，第一審無罪
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判決にもかかわらず控訴裁判所は，刑訴法60条に定める他の要件が存する限
り被告人を勾留することができることとなり，無罪判決の言渡しによって勾
留状が失効することを定めた刑訴法345条の意義を没却することになる（田原
裁判官の補足意見）。
② 控訴裁判所が，第一審の勾留の裁判におけると同じ基準の下に嫌疑が存する
ことのみを理由として，他の特段の事情もなく被告人を再勾留することがで
きると解するのは，刑訴法345条を実質的に空文化することになりかねない
（藤井裁判官の少数意見〈平成12年決定〉）。
筆者も，前出Ⅲ２のβの立場からこれを支持したい。
ところで，嫌疑（心証）について，有罪を言い渡すため必要とされる嫌疑をＡ，
無罪判決等のため345条の規定により釈放後の再勾留の要件として必要とされる嫌
疑をＢ，捜査・第一審での勾留の要件として必要とされる嫌疑をＣとすれば，有罪
までの証拠はなく無罪とせざるを得ず（Ａの証拠はない），被告人を釈放する場合
にあっても，一審で要求される嫌疑（Ｃの証拠）を超えた高度の嫌疑が存在する上
（Ｂの証拠），上訴審の審理に備えてなお身柄の拘束をしておく必要性があるときは，
被告人を職権勾留できる。３者の関係は，次の不等式で表すことができよう。
Ａ>Ｂ>Ｃ
Ａは，in dubio pro reoの原則から，合理的疑いを超える程度が要求されている。
キューネ流にＡにおける嫌疑の蓋然性を数字で示せば，Ｐ＞0.999…ということに
なろう。捜査・第一審段階の勾留に必要な嫌疑の程度Ｃをキューネの基準Ｐ＞0.5
であるとすれば，無罪判決後の再勾留に必要な嫌疑の程度Ｂは，Ｐ＞0.5＋αと表
示できるであろう。具体的な＋αについては，法廷意見は示していないが，筆者が
実務感覚で大胆に示せば，＋α＝0.3，すなわち，Ｐ＞0.8程度の嫌疑を要求したい。
今後は，判例と議論の積重ねによって，この＋αの中身を明らかにしてゆくことが
期待される。
なお，近藤裁判官は，必要性の要件についても厳格化を求めている点に注意を要しよう。
【丙説】原判決が破棄され有罪判決の可能性があるか否かによって，罪を犯した
ことを疑うに足りる相当な理由の基準とする考え方
平成12年決定の反対意見において，遠藤光男裁判官は，「罪を犯したことを疑う
に足りる相当な理由」について，「少なくとも，第一審判決が破棄され，最終的に
有罪の判決がされる可能性があるか否か基準として判断されなければならない」と
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し，藤井一雄裁判官は，「第一審で無罪判決があった事件を迎えた控訴審裁判所と
しては，第一審判決に誤りがあってこれを破棄すべきであるかどうかを審理するの
であるから，被告人を再勾留し得るのは，第一審判決を破棄して有罪とする可能性
があると判断される場合であることを要し，単なる嫌疑よりは高度のものが求めら
れていると解される。」と述べている。
この考え方の特色は，再勾留の要件を厳重にしようとする点では乙説と同じであり，
その限りにおいて正しいものを含んでいるが，第１にその程度を原判決の破棄の可能
性に置いてこれを「基準」とすること，第２に，これに連動して再勾留の職権発動の
できる時期を控訴審の審理段階までずらす主張となっていることの２点である。
しかし，①第二審さらには差戻審の審理結果まで予測し，これを再勾留の嫌疑を
判定する「基準」とすることは，理論的に不合理である。なぜ，罪を犯したと疑う
に足りる理由につき，第一審よりも高度の嫌疑を要することが，直ちに原判決を破
棄し有罪判決を得る可能性を基準とすることになるのか明確でない（酒巻・前掲
203頁）。本案（実体裁判）と身柄拘束に関する裁判とは，元来，別個独立の機能を
果たすものであり，第二審の本案審理を睨んだ基準を設定する必要はないはずであ
り，勾留手続の性格を無視することになる（松本・前掲52頁）。
②平成12年決定の反対意見は，この丙説をとることによって，原審裁判所ないし
一件記録のみでは「相当な理由」を認めないという結論を連動させるが，勾留手続は，
あくまでも被告人の身柄の確保や罪証隠滅を防止するために必要かどうかで判断する
ものであって，第一審を破棄して有罪とすべきであるとの判断に至った段階でなけれ
ば再勾留の判断ができないということは行き過ぎである（松本・前掲52～53頁）
③控訴審の事後審的性格を理由にあげるが，ＢクラスのWahrscheinlichkeitがあ
れば，記録のみで勾留のための嫌疑を積極認定できる。本案自体ですら訴訟記録の
みでの事後審査することも可能である（酒巻・前掲203頁）。
以上により，乙説が正当というべきである。
３　平成12年判例との整合性
平成12年決定多数意見は，嫌疑の程度について，明確に触れていなかったので，
本決定でこの点の議論を深化させ，明確にした意義がある。本決定は，第一審で無
罪となった被告人を控訴審が勾留する場合，一審段階と同様の要件の下に許すもの
と思われた平成12年決定の説示に一定の絞りをかけて要件を加重したように見え
る。しかし，同決定自体，「記録等の調査により，右無罪判決の理由の検討を経た
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上でもなお罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由があると認めるときは」とし
て，１審の無罪判決を踏まえた判断をすべきものとしていたのであるから，本決定
は何ら平成12年決定と矛盾ないし抵触するものではない（松田前掲・167頁）。前掲
Ⅲ３で紹介した最高裁判所調査官の解説では，むしろ，平成12年決定では，前出Ⅲ
２のεの立場に立っていたとの節も窺われ，そうだとすればεからβの立場に変更
したかにも思える。しかしながら，近藤裁判官が補足意見で述べているうちで「こ
の点については何らの説示をしていな」かったとの見方をとるべきである。そうだ
とすると，判示自体の変更はなく，不明確なところを明確にしたもので，延長線上
にあるといってよい。したがって，本決定も述べるように，平成12年決定の趣旨を
敷えんする範囲内のものといってよい。
Ⅴ　再勾留の判断資料
つぎに，再勾留の審査に当たり必要とされる資料に制約があるかどうかについて
検討する。
【甲説】新たな判断資料を必要とする考え方
高田昭正教授は，刑訴法345条は勾留要件（勾留の狭義の理由，必要性・相当性）
の不存在について，とくに無罪判決の場合は，勾留の狭義の理由（刑訴法60条の
「罪を犯したことを疑うに足りる相当な理由」）の不存在について法律上の推定を認
める規定だと解する。そして，その推定が破られるのは，①上級審で第一審裁判が
破棄された場合（この場合は，旧証拠を基礎に再勾留できる。）または②控訴審段
階で勾留要件について新証拠が提出された場合に限られる，とする（高田昭正「無
罪と勾留」法律時報72巻10号１頁2000）。
ドイツでは，120条１項後段の解釈として，無罪等の裁判は，①勾留要件（特に，
無罪のときは，有力な嫌疑）が脱落したか，または②比例性が認められないとい
う法律上の推定（gesetzliche Vermutung）がなされる，とするのが学説・判例であ
る。そして，無罪判決などに対して上訴がなされ，上訴審の判断が出る前にこの法
律上の推定を覆すに適する新事実または新証拠（neue Tatsachen oder Beweise）を
基礎に新しい勾留状を発付できる（OLG Hamm NJW 1954 S.86 ; OLG Karlsruhe
NJW 1970 S.439 ; OLG Düsseldorf MDR 1974 S.686）。ドイツでこのような解釈がと
られているのは，おそらく条文の立て方に起因すると思われる。120条１項前段は，
勾留の要件がもはや存しないか，または，勾留の継続が事案の重要性および予想さ
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れる刑等に比して不相当であると認められるときは，ただちに勾留命令は取り消さ
れなければならないとし，後段は，これを受けて「とくに（namentlich），被嫌疑
者が無罪，公判不開始，もしくは手続が単に暫定的でない打切りとなった場合には，
勾留命令は取り消されなければならない。」と定める。namentlichは，besonders
（特段に），vor allem（とりわけ），hauptsächlich（主として）といった意味とされ
ており，後段のケースは，前段のなかから取り出して特に規定した関係にある。無
罪，公判不開始，手続打切りの裁判があったことが重要であって，確定力や正当性
が問題ではないことから，前段のケースの構成部分（Unterfall）として前記法律上
の推定が働くのである（Löwe-Rosenberg op.cit.Supra Rdn.22,31 zu § 120 ; Meyer-
Großner,op.cit.Supra S.496）。
しかしながら，我が国では，345条は，勾留の取消と対応させた規定となってお
らず，その解釈につき法律上の推定と解釈すべき手がかりはないというべきである
から（福崎・前掲147頁）,ドイツと同様の取扱いはできない。
【乙説】必ずしも新たな判断資料は必要としないとする考え方
平成12年決定および本判例の考え方である。要は，原審証拠資料のみでⅣの２で
要求するBの心証が採れるときは，新資料を必要としない。キーポイントは，Ｂの
嫌疑を認めるだけの資料があるか否かである。345条で無罪となったのは，Ａの証
拠が不足したためであって，控訴趣意書や証拠申請を提出していない段階であって
も，控訴裁判所がどの資料に基づきＢの心証が得られるかによって，罪を犯したこ
とを疑うに足りる嫌疑があるものとして被告人を勾留することができるかどうかが
決まる。場合を分けて記載すれば，次のようになる。
（１）原審証拠がＢであると判断されるときは，原審証拠のみで，控訴審におけ
る再勾留の要件としての「罪を犯したと疑うに足りる相当な理由」があると言
える。この場合，新たな証拠を得るために実質審理の開始まで待つ必要はない。
（２）原審証拠がＣであるときは，そのままでは足りず，再勾留のためには，＋α
の新証拠の存在を必要とし，新証拠を加えてＢの心証に至ったとき初めて，控訴
審における再勾留の要件としての「罪を犯したと疑うに足りる相当な理由」があ
ると判断することになる。
以上により，乙説が正当というべきである。
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Ⅵ　再勾留の時期
再勾留の勾留状を発付できる時期的制約の有無についても争いがある。
【甲説】新たな勾留の必要性が生じた場合は再勾留ができ，時期的制限は一切な
いとする考え方（平成12年判例，本決定）
刑訴法60条は，時期的な制約を置いていないことを根拠とする。ただし，団藤重
光氏は，495条１項との権衡上，上訴の申立があった後とする（Ⅶのχ事件の勾留
を認めないことに留意する要がある。団藤重光「新刑事訴訟法綱要［第７版］」401
頁1967）。
【乙説】検察官が上訴を申し立てているときで，実質審理が開始された段階にな
って初めて再勾留できるとする考え方
平成12年決定において，少数意見の遠藤裁判官は，「現行刑事訴訟手続における
控訴審の構造が事後審制を採用している以上，」「控訴趣意書及び答弁書が提出され
るなどして，（…中略‥）実質的な審理が開始される前に，控訴裁判所がその当否
を判断することは，特段の事情のない限り，許されないものというべきである。ま
た，控訴審裁判所が実質的な審理が開始される前に一件記録を検討したのみで被告
人の勾留をなし得ることを認めるのは，第一審裁判所が長期間にわたって各種の証
拠を取調べ，その証拠価値を検討するなどして審理を遂げた成果を無視するに等し
く，妥当というべきでない。」，また，藤井裁判官は，「控訴裁判所としては，公判
における審理を経るか，あるいは少なくとも控訴趣意書とこれに対する答弁書の提
出を待ってこれを検討し，また，新たに提出されるべき証拠の存在が予告されるな
らばこれをしんしゃくした上，第一審判決を破棄する可能性があると認められるか
どうかを判断して，再勾留の可否を決めるのが，控訴審における適正手続にかなう
ゆえんである」と述べる（上口裕「第一審裁判所が犯罪の証明がないことを理由と
して無罪の判決を言い渡した場合の控訴審における勾留の適否」法学教室246号86
頁2001も同調する）。
筆者自身が議論に関与した事件として次の例がある。昭和40年末ころ，東京地裁
は，窃盗，殺人等により起訴された被告人に対し，心神喪失を理由に無罪を言い渡
し，被告人は345条により釈放となった。ところが，被告人は，判決直後，「自分は，
精神病を装っていたに過ぎない。裁判所はそれを見破れなかったのだ。」と吹聴し
たことから，釈放した被告人を控訴の上，再勾留と相なった。ドイツでは，判決直
後の自白（Geständnis nach der Urteilverkündung）のあったときは，無罪でも勾留
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取消根拠にならないという解釈がとられている（Löwe-Rosenberg op.cit.Supra
Rdn.31 zu § 120）。控訴趣意書の提出を待っていたのでは，身柄の対応が間に合わ
ないこともある。また，控訴趣意書は単なる主張に過ぎないから心証をとることは
できまい。なお，Ⅳ２丙説に対する批判②参照。
【丙説】控訴審裁判所が有罪の心証を得た段階で初めて勾留できるとする考え方
多田教授は，無罪判決後の再勾留については，「嫌疑の程度」の問題としてでは
なく，「勾留の必要性」の判断を厳格に行うことによって対応すべきであり，無罪
判決が破棄され，実刑判決が言い渡される可能性がなければ，「勾留の必要性」が
認められず，その判断ができるのは，第一審の無罪判決を破棄し有罪の自判をする
場合と同様に，控訴審裁判所が事実の取調べを行った上で，有罪の心証を得た場合
に限るとする（多田辰也「無罪判決に伴う勾留状失効後の被告人の再勾留」光藤景
皎先生古希祝賀論文集上巻137頁2001）。
このような考えは，①理論的にも，控訴審なり差戻審の判断の先取りになるだけ
でなく，②実際面においても，有罪の見通しの立った段階での勾留では，控訴審に
おける事実審理のための補助的手続としての本来の機能を発揮することはできず，
副次的役割に過ぎない刑の執行のためのものになってしまい，未決勾留の性格が変
質することになろう。
以上により，甲説が正当というべきである。
Ⅶ　再勾留裁判所
刑訴法60条は，「裁判所」に勾留権限がある旨を定めているものの，原裁判所と
上訴裁判所との間の勾留権限分配の時期については，明文の規定がない。控訴の提
起があり訴訟記録が控訴審に到達した後は，控訴審が再勾留の判断をすることがで
きることには，Ⅲで積極説（丙説）をとる限り争いがない。
問題は，原判決の言渡し後控訴の提起期間内でまだ控訴のないとき，または控訴
の提起後訴訟記録が控訴裁判所に到達していないとき，原審が再勾留の判断をでき
るかどうかである。
明文があるのは，判決言渡し後上訴の提起期間内の事件でまだ上訴の提起のない
もの（χ事件）については，刑訴法97条１項が，上訴中の事件で訴訟記録が上訴裁
判所に到達していないもの（ψ事件）については，刑訴法97条２項，刑訴規則92条
２項が，勾留の期間更新，勾留の取消し，保釈，勾留の執行停止・取消しについて
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は「原裁判所が，その決定をしなければならない。」とするのみである。そこで，
場合を分けて検討してみよう。
【甲説】χ事件，ψ事件とも，原裁判所が再勾留の判断をする裁判所であるとす
る考え方
刑訴法60条にいう「裁判所」は，「勾留権限のある裁判所」と解すべきところ
（坂本武志「最高裁判所判例解説刑事編昭和41年版」197頁1967），①勾留は，人身
の自由を侵奪する重大な処分であるため，必要な場合だけに局限すべきであり，そ
れには判断するための正確な情報・資料を最も多く保有する裁判所が担当するのが
適切である（田宮裕「上訴申立後の原審の勾留」判タ183号７頁1966）。②控訴によ
る移審の時期について，控訴提起時とする考え方が通説であるが，「上訴の申立に
よって直ちに（訴訟係属が）移るのではなく，原審に，移転させる義務を生じさせ
るものと解すべきである。」として，訴訟記録移転時を基準とすべきであると考え
られること（平野龍一「刑事訴訟法」160，301頁　1958；田宮裕「刑事訴訟法（新
版）」466頁1996；高田卓爾「刑事訴訟法［二訂版］」502頁　1984），③刑訴法97条，
規則92条は，確認規定であると考えることができること（新しい勾留権限を規定す
ると，積極的にそう命ずるような印象を与えて好ましくない。），④訴訟記録は公判
調書の正確性についての異議申立期間経過後速やかに上訴審に送付されるが，現実
には相当の日時を要するのが実情であって，これを待っていたのでは，逃亡のおそ
れや罪証隠滅のおそれを防止するなど正当な勾留の必要をみたすことができないな
どの理由から，両事件とも原裁判所が再勾留の判断をすべきである（χ事件につい
ても原裁判所が新たな勾留状を発付できると明言するものとして，松尾浩也監修
「条解刑事訴訟法［第３版］」162頁2003）。
【乙説】ψ事件について，控訴審が再勾留（新たな勾留）の判断ができる。原裁
判所は，χ・ψのいずれの事件についても，原審は，再勾留の判断はで
きないとする考え方
この論者は，①控訴の提起により訴訟係属は控訴審に移るから，刑訴法97条や規
則92条の処分は法が便宜上認めた措置と考えられ，限定的なものである。②勾留に
関する裁判を受訴裁判所が行うことは，刑訴法60条等の規定から明らかであるから，
法が97条にことさら重複・確認規定をおいたとは考えにくい。③そこに規定されて
いるのは，すでに成立している勾留の継続的・残務整理的措置ばかりであるから，
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新たな勾留は意識的に排除したとみるべきである。したがって，釈放後の新勾留は
控訴審に任せたと解すべきであると主張する（秋山規雄「判決言渡後，原裁判所が
被告人をあらたに勾留することの可否」増補令状基本問題上429頁1998）。
しかし，ψ事件について，控訴審が勾留の要否を判断するには，原審から記録を
借り出す要があると共に，勾留裁判が終われば記録は原審に返還され，再び原審か
ら控訴審に正式な送付されると言う具合に手続が錯綜する。また，いまだ身柄の拘
束を受けていない被告人を新たに勾留する必要がある場合，控訴の申立ての有無で
区別する合理的理由はない。
したがって，甲説が正当というべきである。
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（追記）
１ 米国では、逮捕要件の「相当な理由」（probable cause）につき、当該人物が
当該罪を犯していないというよりは、むしろ犯したらしいと認められる程度の
嫌疑の蓋然性（more likely than not）を要求するのが一般的である。本稿で捜
査・一審段階の勾留要件として述べたＰ＞0.5とほぼ同じ水準といえようか。し
かし、最近の判例で「特定された嫌疑」（particularized suspicion）という基準
により,３分の１のチャンスでも相当な理由を認めたものがある（Maryland v.
Pringle, 540U.S. 366〈2003〉）。
２ 本件については、平成20年４月９日、東京高裁で検察官の控訴が棄却され、
確定した。勾留状は再び失効し、被告人は収容の上、同月15日退去強制処分を
受け、帰国した。
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